【様式Ａ】
京都市里親支援センター運営事業者応募申出書
	（宛先）京都市長
	年　　　　月　　　　日

	申出団体の主たる事務所の所在地
	申出団体の名称及び代表者名（記名押印又は署名）
電話　　　　－　　　　　

	　令和　年　　月　　日付けで募集のあった里親支援センターの運営事業者の募集に申し込みます。

	応募する施設の名称（仮称）
	京都市里親支援センター「　　　　　　　　　　　　」


	添付書類
（各１部）
	１　事業者の概要・財務状況等に関する書類
（１）申請資格及び事業計画者の連絡先
　（２）団体の沿革
　（３）代表者の履歴
　（４）役員名簿
　（５）団体の概要
　（６）定款規約等
　（７）法人登記簿謄本
　（８）印鑑証明書
（９）令和６年度、令和７年度の年間事業報告書
　（10）令和６年度、令和７年度の決算書類
　（11）令和６年度、令和７年度の補助金、公的機関からの融資等の状況
　（12）納税証明書

　（13）京都市暴力団排除条例施行規則第４条に定める利益付与処分に係る誓約書
２　運営実績及び事業計画（様式１～２１）


申請資格及び事業者の連絡先
１　申請資格
　募集要項「１　申請の資格」を参照し、「１　申請の資格」の各号に掲げる条件に該当する場合は「○」を、該当しない場合は「×」を申告欄に記入してください。
　
	
	申告欄

	１（１）
	

	１（２）
	

	１（３）
	

	１（４）
	

	１（５）
	


２　事業者の連絡先
	連絡先
	担当者名
	フリガナ

	
	所属（施設名等）･役職名
	

	
	勤務する事務所等の所在地
	〒

	
	電話等
	ＴＥＬ　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　

	
	Ｅ－mail
	

	連絡先
	担当者名
	フリガナ

	
	所属（施設名等）･役職名
	

	
	勤務する事務所等の所在地
	〒

	
	電話等
	ＴＥＬ　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　

	
	Ｅ－mail
	


＊　連絡先の担当者名は、実務担当者を含め複数名記入願います。

【様式Ｉ】
第１号様式（第４条、第５条及び第７条関係）
誓　　約　　書
	（宛先）
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる
事務所の所在地）　　　　　　

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称　及び代表者名）

　　　　　電話　　　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
　　⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）

「運営実績及び事業計画」の作成に当たっての留意事項
	１　応募団体が競合した場合は、書類審査を匿名で行いますので、「運営実績及び事業計画」（様式１～２１）は匿名で作成してください。申請団体名や団体が運営されている施設名（以下、「団体名等」という。）のほか、それらが特定できる情報は記載しないでください。
２　書類審査は、原則として、この様式をもとに行いますので、それぞれの項目について貴団体の取組内容等を具体的に分かりやすく記載してください。（別紙参照とはしないでください。）
３　指定様式の下部に【添付書類】と記載されている場合についても、前項のとおり様式に記載したうえで、必要な書類を添付してください。また、添付書類に団体名等が記載されている場合は、当該箇所を黒塗り等により判読できないようにしたうえで提出してください。
添付がない場合は、添付漏れや未作成とし、減点する場合があります。
４　指定様式及び添付書類ともに、利用者等の個人情報は記載しないでください。利用者等の個人情報が記載されている場合は、当該箇所を黒塗り等により判読できないようにしてください。
５　すべての提出書類について、ホッチキス留めは控えてください。また、提出書類は、別紙１－２を御確認いただき、指定様式と添付書類をそれぞれ分けて綴り、提出してください。
　　なお、書類の綴じ方や見つけやすさ等は、審査において評価に影響を及ぼすものではありません。


運営実績及び事業計画
Ⅰ　運営実績（申請団体の状況）
　　※　団体（法人）全体の実績を記載してください。
　　　　なお、里親支援センターの運営において同等の体制を構築されるものとみなします。
　　　　運営（予定）体制に変更がある場合はその内容もご記入ください。

【様式１】
１　団体の運営実績
１　応募団体の概要・基本理念
	


２　類似事業の運営実績
（１）類似事業の運営実績について、該当する□（１つ）にレ印を記入してください。

　　□　類似事業の運営実績がある

　

　　□　類似施設及び類似事業の運営実績がない
（２）運営実績を記載してください。

	類似事業の
運営実績

	


【様式２】
２　組織内連携
　
　役員会、本部、事業所間の連携の状況について記載してください。（組織図、組織内で連携を図るために開催している会議、事業所から役員会・本部への報告体制、日常の連携及び緊急時の連携　等）
　１　要旨
	


　２　詳細（「要旨」に記載した事項について、具体的な取組内容、回数、頻度等を詳しく記載してください。）
	


【添付書類】
○組織図、職員役割分担表
【様式３】
３　監査指摘状況、監査指摘に対する改善状況
１　団体が運営する施設等に対する過去２年間（令和６年度、令和７年度）の行政による監査又は監査法人等による監査について、該当する□（1つ）にレ印を記入してください。
　
　□　監査において文書指摘事項はなかった

　□　監査において文書指摘事項があったが、重大な指摘事項（人員基準違反等）は
　　　なかった

　□　監査において重大な指摘事項（人員基準違反等）があった

　□　過去２年間（令和６年度、令和７年度）は監査がなかった、または、
　　　監査の対象となる施設・事業を運営していない
２　文書指摘事項の改善状況について、該当する□（1つ）にレ印を記入してください。

　□　指摘事項は全て改善した、または、監査において指摘事項はなかった
　□　指摘事項について改善している途中である、または、改善する予定である
　□　指摘事項について改善に着手していない

３　過去２年間（令和６年度、令和７年度）に監査が実施され、文書指摘事項がある場合は、各年度の指摘事項と改善内容を記載してください。
	
	指摘事項
	是正又は改善内容

	令和６年度
	行政による監査
監査法人等による監査

	

	令和７年度
	行政による監査

監査法人等による監査

	


【添付書類】
○監査の指摘事項
○監査の指摘事項是正又は改善状況報告書
【様式４】
４　コンプライアンスの推進
貴団体のコンプライアンスに対する基本的な考え方及び具体的な取組内容（労働関係法令
の遵守、子どもや障害児の権利擁護を含む。）について記載してください。（コンプライア
ンスに関する組織体制、基本方針の策定、職員研修（倫理研修等）の実施状況、マニュアル
等の整備、ハラスメントの防止に関する取組の実施、内部監査・点検の実施 等）
１　要旨
	


２　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	


【添付書類】

○コンプライアンスに関する規程、マニュアル

○コンプライアンス組織体制図

○コンプライアンスに関連する取組（倫理研修等）の記録（令和７年度分）
○ハラスメント防止に関する方針など
【様式５】
５　管理者の責任とリーダーシップ
貴団体の管理者としての役割と責任に対する基本的な考え方及び具体的な取組内容について記載してください。（管理者の役割と責任の明確化、施設・事業の課題の把握状況、サービスの質の向上のため取組や経営・業務の改善に向けた取組の実施状況、スタッフに対する指導にあたっての考え方、指導方法、働きやすい職場環境づくり　等）
１　要旨
	


２　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	


【様式６】
６　外部評価
１　過去３年間（令和５～７年度）の貴団体が運営する施設等における第三者評価等の外部評価の受診について、該当する□（1つ）にレ印を記入してください。

　□　第三者評価を受診した

　　　（その評価結果を　□　公表した　　□公表していない）
　□　第三者評価を受診していない
２　過去３年間（令和５～７年度）に第三者評価等を受診した場合、受診年度等及び直近に受診した評価結果を記載してください。
（１）受診情報
	受診年度
	評価機関

	
	


（２）評価が良かった主な点
	


（３）評価が悪かった主な点
	


（４）（３）の評価を受けて改善した内容
	


３　里親支援センターにおける第三者評価の受診計画（受診予定年度、受診予定機関等）
	


【添付書類】
　○外部評価（第三者評価等）の評価結果（概要部分のみ）
【様式７】
７　苦情解決
１　令和６年度以降（申請日まで）における苦情解決の状況について、該当する□（1つ）
　にレ印を記入してください。

　□　苦情はなかった、または、苦情があったが解決した

　□　苦情があったが一部解決できていないものがある

　□　苦情があったが解決できていない

２　令和６年度以降（申請日まで）の主な苦情について、内容及び解決・改善状況を記載してください。
　※　団体（法人）が運営する類似施設又は類似事業に係る苦情について記載してください。

　　　類似施設及び類似事業を運営していない場合は、団体（法人）が運営する事業に係る苦情について記載してください。
	　苦情年月、苦情を受け付けたサービス、
　苦情内容
	　解決状況、
　日常業務の改善に反映したこと　等

	
	


Ⅱ　事業計画（応募施設の事業計画）

　　※　応募施設の事業計画を記載してください。
　　

　
【様式８】
８　里親支援センターの運営理念等

　里親支援センターの運営理念や運営方針を記載してください。　　　
	


　２　応募理由
	


　３　すでに法人が運営している施設等と里親支援センターの関係をどのように捉えているか（高機能化、多機能化の視点を踏まえて）、里親支援センターを運営する影響
	


４　これまでフォスタリング事業等の里親支援実績がある場合に課題と感じること。その課題に対して里親支援センターとしてどう対応したいと考えているか。
	


【様式９】
９　関係機関等との連携
　
１　児童相談所及び学校・地域関係機関等との連携に関する基本的な考え方と特に力を入れて取り組みたいと考えている事項について、具体的に記載してください。
1 　要旨
	


2 　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	


⑶　児童相談所及び京都市との連携強化のために必要と考えている事項について記載してください。
	


【様式１０】
１０　利用者の尊重
１　「人権の尊重」、「守秘義務」、「個人情報保護」、「説明責任」についての基本的な考え方と特に力を入れて取り組みたいと考えている事項を記入してください。
　※　「人権の尊重」については、「マニュアルを整備している」等だけではなく、具体的に実施している事項を記載してください。とりわけ、職員による体罰等の不適切指導については、防止のための基本指針や問題が起きた場合の対処マニュアル等を設けているかについて明らかにするとともに、マニュアル等を設けている場合はその内容を、設けていない場合は、どのように対応するかの方針を記載してください。

1 　要旨
	


2 　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	



【添付書類】

　○利用者のプライバシー保護に関する規程、マニュアル
【様式１１】
１１　事業計画
１　応募施設の運営理念等に基づく事業計画の基本的な考え方、組織内連携の方法、昨今の里親支援の課題と支援に向けた取組について記入してください。
　　なお、こどもまんなか社会の実現に向けた取組や、「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律」に基づく取組など、昨今の社会情勢に即した取組も含めて記載してください。
　　記入にあたっては、「様式１４　職員の配置計画」及び「様式１６　資金計画」との整合性を考慮した内容としてください。
　⑴　事業計画の基本的な考え方

	①　里親支援に対する理念
②　京都市社会的養育推進計画における里親等委託率の目標など里親委託推進に向けて京都市と協働して行いたいこと
③　業務の状況把握の方法や手段


　
⑵　里親制度等普及促進・リクルート業務
①　里親等の認知度の向上に向けた取組に対する考え方
②　普及促進・リクルートの対象として考えられる者及び対象者別のリクルート活動の具体的手法と目的
③　SNSの活用について
⑶　里親研修への考え方、実施手法等
	①　基礎研修、登録前研修及び更新研修の実施計画（養育里親・養子縁組里親それぞれの種別に応じた内容・開催頻度）
②　里親への短期委託に対する理解を促すための研修の実施方針・内容
③　パーマネンシー保証と実親の存在理解を深めることを目的とした研修（例：ライフストーリーワークをテーマとするもの）の実施方針および内容

④　スキルアップのための研修、未委託里親研修の実施方針・内容
⑤　研修内での里親へのアセスメントに対する考え方、手法
⑥　里親として不適格と考えられる登録希望者への対応方針



⑷　里親委託に向けたマッチングの課題及び課題解決に向けた具体的な支援方法
①　未委託里親の状況把握の手法、アセスメント手法
②　児童受入れに向けた心構えやモチベーションの維持・向上に向けた取組
③　未委託里親の養育力向上のための取組

④　里親の実子への留意点、支援として考えられる取組
	1 　里親等への関わり方・頻度、里親等が相談しやすい環境づくりやアプローチの方法
2 　委託初期の里親等に対する支援
3 　相談頻度の低い里親等に対するアプローチ

4 　里親同士の交流機会の提供に対する実施方法
5 　実親との交流などパーマネンシー保障の実現に向けた支援の実施方針
⑥　里親支援センターとして里親支援の方針を里親に浸透させるための活動方針
⑦　不調を予防するためのフォロー体制の整備、不調が生じた場合における児童相談所と連携した支援体制に対する考え
⑧　里親委託児童への意見表明等支援事業の実施に関する考え
⑨　里親の養育と子どもの権利（例：思想・良心・宗教の自由、プライバシー・名誉の保護など）との関係に対する考え



⑸　委託中の里親等に対する支援
⑹　子育て支援短期利用事業
①　子育て支援短期利用事業実施において重視する考え

②　食事提供の方法
③　利用児童との関わりに対する考え
④　利用児童の生活タイムスケジュール
　（例：幼児　18時～夕食、20時30分就寝　など）
⑺　施設整備・維持管理
1 　確保状況、開設場所、設備に対する検討状況
②　里親支援センターの整備・維持管理に対する考え
３　年間事業計画
	　
	事業内容

	１０月
	　

	１１月
	　

	１２月
	　

	１月
	　

	２月
	　

	３月
	

	４月
	

	５月
	

	６月
	　

	７月
	　

	８月
	　

	９月
	　


【様式１２】
１２　利用者の意見反映
　
１　「利用者の意見聴取とその反映方法」及び「苦情解決体制」に関する基本的な考え方と特に力を入れて取り組みたいと考えている事項を記入してください。
1 　要旨
	


2 　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	①　利用者の意見聴取とその反映方法
ア　里親
イ　里親委託中の児童
ウ　里親の子ども
エ　里親委託中の子どもの実親
②　苦情解決体制
ア　里親
イ　里親委託中の児童
ウ　その他（実親、リクルート事業・研修事業の対象者など）



【添付書類】
　○苦情対応マニュアル 等（現在、団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの）
　○運営している施設・事業における第三者委員会の設置要綱、名簿　等
【様式１３】
１３　サービスの質の確保・向上
１　提供するサービスの質の確保・向上に関する基本的な考え方と特に力を入れて取り組みたいと考えている事項を記入してください。
1 　要旨
	


2 　詳細（「要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	


２　法的支援体制の構築などサービスの質の向上のために外部有識者の参画など必要と思われることを記載してください。
	


【添付書類】
　○これまでのサービスの質の確保・向上に向けた取組に係る書類
　○業務（事務）マニュアル（接遇・電話応対も含む）、個別援助記録ひながた等
【様式１４】
１４　職員の配置計画
記載に当たっては、「様式１１ 事業計画」及び「様式１６ 資金計画」との整合性を考慮した内容としてください。
１　職員配置予定

	日
	曜日
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	G

	１
	木
	
	
	
	
	
	
	

	２
	金
	
	
	
	
	
	
	

	３
	土
	
	
	
	
	
	
	

	４
	日
	
	
	
	
	
	
	

	５
	月
	
	
	
	
	
	
	

	６
	火
	
	
	
	
	
	
	

	７
	水
	
	
	
	
	
	
	

	８
	木
	
	
	
	
	
	
	

	９
	金
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	土
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	日
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	月
	
	
	
	
	
	
	

	１３
	火
	
	
	
	
	
	
	

	１４
	水
	
	
	
	
	
	
	

	１５
	木
	
	
	
	
	
	
	

	１６
	金
	
	
	
	
	
	
	

	１７
	土
	
	
	
	
	
	
	

	１８
	日
	
	
	
	
	
	
	

	１９
	月
	
	
	
	
	
	
	

	２０
	火
	
	
	
	
	
	
	

	２１
	水
	
	
	
	
	
	
	

	２２
	木
	
	
	
	
	
	
	

	２３
	金
	
	
	
	
	
	
	

	２４
	土
	
	
	
	
	
	
	

	２５
	日
	
	
	
	
	
	
	

	２６
	月
	
	
	
	
	
	
	

	２７
	火
	
	
	
	
	
	
	

	２８
	水
	
	
	
	
	
	
	

	２９
	木
	
	
	
	
	
	
	

	３０
	金
	
	
	
	
	
	
	

	３１
	土
	
	
	
	
	
	
	


記載方法
○　令和８年１０月を想定して記載してください。

○　Ａ～Gはそれぞれ配置する職員を記載してください。

○　①～⑥はそれぞれが示す勤務時間を設定し、交差するマスに記載してください。

【記載例】

　Ａ：里親支援センターの長　Ｂ：里親リクルーター　Ｃ：里親等支援員
　Ｄ：里親トレーナー　Ｅ：心理療法等担当職員
　Ｆ：ショートステイ専任職員　Ｇ：里親等支援員（休日・夜間支援体制強化事業加算）
　①９：００～１７：００　②９：３０～１７：３０　③１０：００～１８：００
　④９：００～翌９：００（宿直）　⑤７：００～１６：００　⑥１２：００～２１：００
　

	日
	曜日
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ

	１
	火
	①
	―
	②
	③
	―
	―
	―

	２
	水
	②
	①
	―
	③
	③
	③
	⑥

	３
	木
	②
	①
	―
	―
	③
	③
	⑥

	４
	金
	―
	①
	①
	―
	⑤
	④
	⑥

	５
	土
	―
	②
	①
	③
	―
	
	―


２　人員確保計画
①里親支援センターの長（常勤・必置）
	現在確保している場合
	該当要件
	□法第13条第３項各号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


②里親リクルーター（常勤・必置）
	現在確保している場合
	該当要件
	□法第13条第３項各号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


③里親等支援員（常勤・必置）
	現在確保している場合
	該当要件
	□法第13条第３項各号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


④里親トレーナー（常勤・必置）
	現在確保している場合
	該当要件
	□法第13条第３項各号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


⑤心理療法等担当職員（加算）
	現在確保している場合
	いずれかにチェック　□常勤　　　　□非常勤

	
	該当要件
	□学校教育法の規定による大学の学部で、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


⑥ショートステイ専任職員（加算）
	現在確保している場合
	いずれかにチェック　□常勤　　　　□非常勤

	
	該当要件
	□児童指導員と同等程度の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


⑦里親等支援員（休日・夜間支援体制強化事業加算）
	現在確保している場合
	いずれかにチェック　□常勤　　　　□非常勤

	
	該当要件
	□法第13条第３項各号のいずれかに該当する者
□里親として、又は児童養護施設等において子どもの養育に５年以上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を有する者
□上記に該当する者と同等以上の能力を有する者

	
	生年月日
	

	
	職歴
	

	
	職務に関連する資格
	

	現在確保していない場合
	□今後、法人内で確保の見込み
□今後、採用の見込み（確保予定時期　　　年　　月　　日）


３　採用計画
	①　里親支援の経験のある職員（里親支援センター又はフォスタリング機関での勤務経験のある者）の法人外からの雇用予定
②　里親としての養育経験のある人材の雇用への考え方
③　令和９年４月以降の職員確保計画



【様式１５】
１５　職員の人材育成
１　職員の人材育成の考え方
	


２　当該施設の職員に対する研修（研修内容、回数等を詳しく記載してください。）
	


３　団体が運営している施設・事業における人材育成の取組、研修実施状況等について実績を記載してください。

　
	⑴人材育成の取組


	⑵研修実施状況（研修内容、回数等）




【添付書類】
○応募施設における職員研修計画
○団体が運営している施設・事業における職員研修の記録（令和７年度分）

【様式１６】
１６ 資金計画、資金収支見通し、運転資金の確保
１　収支計画表（単位：円）
（収入）
　里親支援センター開設時の自己資金　　　　　　　　　　　　円（令和８年度の支出合計の　　　　％）
（単位：円）
	
	支　　　　　　　出
	収　　入

	年度
	給与
	諸手当
	社会保険料
	事業費
	合計
	措置費
	利用料
	合計

	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要旨（上記１の主な算定根拠）
	（例）給与　○○○円×○人　等


【様式１７】
１７　内部牽制体制
１　経理規程の作成について

　　　□作成している

　　　□作成していない

２　経費執行に係る内部牽制体制の基本的な考え方及び具体的に取り組みたいと考えている事項について記入してください。
	


３　会計責任者及び出納職員の配置について

　　　□会計責任者と出納職員は別の者を任命する（兼務しない）

　　　□上記以外（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【添付書類】
　○会計処理規程（経理規程等）（現在、団体で適用しているもの又は応募施設で適用する予定のもの）
【様式１８】
１８　事故防止
１　事故防止のためのマニュアル及び緊急時の対応に関するマニュアルの作成について
　　□いずれも作成している
　
　　□（事故防止のためのマニュアル・緊急時の対応に関するマニュアル）を作成している

　　□いずれも作成していない
２　事故防止に係る研修・訓練体制（施設内の事故防止に係る研修・訓練の内容、回数、頻度等）、緊急時の体制の考え方（事故発生時、救急時、不審者への具体的対応、新感染症への対応（緊急事態宣言発出時の対応、施設職員、保護者等の関係者が感染した場合の対応等）、各状況下の役割分担　等）について記入してください。
　　なお、近年国内において発生した重大事案等を踏まえ、防犯に対する対応についての考え方や、取組についても記入してください。
	


３　団体が運営している施設・事業において、事故防止及び緊急時の対応に向けて取り組んでいることを記載してください。
	


【添付書類】
　○事故防止マニュアル　等（現在、団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの）
　○緊急時の対応に関するマニュアル（現在、団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの）

【様式１９】
１９　感染症等の対応

１　感染症予防、患者発生時の対策のためのマニュアルの作成について
　　□作成している
　　□作成していない
２　食中毒予防、患者発生時の対策のためのマニュアルの作成について
　　□作成している
　　□作成していない
３　感染症や食中毒の予防、患者発生時の対応に係る研修・訓練体制等について記入してください。（研修・訓練の内容、回数、頻度等を詳しく記載してください。）
	


４　団体が運営している施設・事業において、食中毒や感染症※予防、患者発生時の対応に向けて取り組んでいることを記載してください。

　※　特に施設の運営に大きな影響を及ぼす新型コロナウイルス、インフルエンザ、ノロウイルスの対策については、共通の対策及び各感染症で特に注意している事項を必ず記載してください。
	


【添付書類】
　○感染症予防、患者発生時の対策のためのマニュアル
○食中毒予防、患者発生時の対策のためのマニュアル

（現在、団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの）
【様式２０】
２０　災害対策

１　非常災害時の対応に関するマニュアルの作成について
　　□作成している
　　□作成していない
２　非常災害時の対応に係る研修・訓練体制等について記入してください。（研修・訓練の内容、回数、頻度等を詳しく記載してください。）
　　なお、近年国内において発生した非常災害等を踏まえた対応についての考え方や、取組についても記入してください。とりわけ、緊急時の保護者対応については、必ず記載してください。

（例：令和元年度の西日本豪雨、令和６年度の能登半島地震等の自然災害）
	


３　団体が運営している施設・事業において、非常災害時の対応に関して現在取り組んでいることを記載してください。
	


【添付書類】
　○非常災害時の対応に関するマニュアル（現在、団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの）
【様式２１】
２１　団体のＰＲ・里親支援センターの業務に対する追加提案　※自由記載
様式１～２０に記載した内容以外にＰＲしたいことを記載してください。
１　要旨
	


２　詳細（「１　要旨」で記載した事項について、具体的な取組内容等を詳しく記載してください。）
	


　Ａ：　　　　Ｂ：　　　　Ｃ：　　　　Ｄ：　　　Ｅ：　　　　Ｆ：　　　G：


　①：　　　　②：　　　　③：　　　　④：　　　⑤：　　　　⑥：





　　









